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１ マニュアル作成のねらい 

 

 （１） 背 景 

 愛媛県中予地域は、県全体の４割強の人口を擁する社会経済

活動の中心地域であり、地域外からの通勤者、通学者、観光客

等も多い。 

 また、公共交通機関やマイカーによる移動が一般的となった

現代においては、我々は短時間で長距離を容易に移動すること

ができる日常生活を送っているが、災害によって突然移動手段

を奪われてしまうと、近くであったはずの場所が一転して遠方

の地となってしまう。 

 このため、南海地震等の大災害が発生した場合、道路や公共

交通機関が機能不全になることで、自宅への帰着が困難となる

「帰宅困難者」が多数発生するおそれがある。 

 

 

   【参考：１５歳以上の流入人口】                       （人） 

流入人口 

うち県内から流入 市町名 
 

中予管内 中予管外 

うち県外か

ら流入 

松山市 32,371 25,555 5,226 1,590 

伊予市 5,475 5,007 391 77 

東温市 8,343 7,815 441 87 

久万高原町 682 57 92 63 

松前町 5,620 5,491 105 24 

砥部町 3,723 3,577 125 21 

６市町計 56,214 47,972 6,380 1,862 

（平成１７年国勢調査） 
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 （２） 目 的 

 帰宅困難者の中には、長時間歩いて帰宅を試みる者もあると

考えられるが、多くは帰宅を断念して、被災した地域住民が身

を寄せる避難所に一時的に避難したり、支援を求めて立ち寄っ

たりすることが見込まれる。このため、避難所では性格の異な

る地域住民と帰宅困難者が混在することにより、運営が困難と

なるおそれがある。 

 このマニュアルは、あらかじめ、帰宅困難者の受入れのルー

ルや支援方法を示すことで、避難所の混乱の回避及び運営の省

力化並びに帰宅困難者の安全の確保に資することを目的とする。 

 なお、このマニュアルは、各市町の避難所運営マニュアルの

策定や見直しにおいて、標準モデルとして活用し、実情に合わ

せて修正して組み込むことを想定している。 

 

 

２ 対 象 

 

 このマニュアルが対象とする帰宅困難者は、次の二つに類型化して

いる。 

 

 （１） 帰宅断念者 

    被災時に、自宅までの距離が遠く交通機関の機能停止により

徒歩帰宅が不可能となった、あるいは徒歩帰宅を回避した人を

いう。 

    （例：旅行者、出張者、遠距離通勤者、遠距離通学者等） 

 

 （２） 徒歩帰宅者 

    被災時に、交通機関の機能停止の影響を受けながらも徒歩や

自転車等で帰宅を試みる人をいう。 

    （例：通勤者、通学者、買い物客等） 
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３ 帰宅困難者の発生により予想される事態 

 

 （１） 避難所で起こりうる状況 

 帰宅困難者が多数発生するような大災害が発生した場合には、

地域住民も大きな被害を被り、避難所に多数身を寄せている可

能性が高い。そのような所へ地域外の住民である帰宅困難者が

多数立ち寄る状況が考えられる。 

 

 （２） 課 題 

 避難所は、当該地域の住民が利用することが一般的となって

おり、地域外の者である帰宅困難者を受け入れ、限られた避難

スペースや物資等を提供して支援することは、避難所の能力を

超え、運営を困難にするおそれがある。 

 しかし、被災して支援を求める帰宅困難者に対しても、でき

る限りの支援の手を差し伸べることが求められ、地域住民と帰

宅困難者とが共存できるよう工夫する必要がある。 

 

 

４ 帰宅断念者への支援 

 

 （１） 基本的な考え方 

 帰宅断念者を避難所に受け入れる場合、無用な混乱を避け円

滑に運営するためには、地域住民と帰宅断念者の処遇をある程

度分けて対応する必要がある。 

 

 （２） 支援策 

   ア 入退出情報の管理 

 物資の適切な調達と配分及び避難所の安全対策を考慮して、

可能な限り帰宅断念者についても入退出の管理を行うべきであ

る。 
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 なお、避難所の運営スタッフの人数や混雑の程度などを踏ま

え、余力がある場合は、地域住民と区別して入退出管理用の名

簿を作成する必要がある。 

 また、情報の整理を容易にするため、可能であれば避難所の

出入口を地域住民用と帰宅断念者用とに分けて入退出管理を行

うことが望ましい。 

 更に、避難所が学校等の場合は出入口が複数あるため、避難

者をそれぞれの受付に効率的に誘導できるよう、看板を設置す

ることが望ましい。 

 

   イ 生活物資の提供 

 帰宅断念者に対しても、地域住民と同様に水・食糧・毛布と

いった生活物資を提供するべきである。 

 また、物資は、原則として地域住民と帰宅断念者に平等に分

配することが望ましい。 

 なお、物資の不足が見込まれる場合は、早急に県を通じて、

国・自衛隊・他県・民間事業者へ援助を求める必要がある。 

 しかし、被害が四国や西日本の広範囲にわたる場合は、救援

物資の到着に時間を要することもある。このような場合には、

地元避難者の自宅から生活物資を持ち寄ることについて、協力

を呼びかけることも検討すべきである。ただし、十分安全を確

保して行う必要がある。 
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   ウ 避難スペースの取扱い 

 （ア） スペースに余裕がある場合 

 避難所のスペースに余裕がある場合は、あらかじめ地

域住民用と帰宅断念者用の利用スペースを分離しておく。 

 長期利用が想定される地域住民に体育館を、交通機関

の復旧とともに避難所から退出する可能性が高い帰宅断

念者に教室を充てるなど、スペースの効率的な配分が重

要である。 

 

 （イ） スペースに余裕がない場合 

 スペースに余裕がない場合は、地域住民と同じスペー

スを充てることになるが、可能な限りスペースを区分し

ておくと、情報伝達や物資の配布が効率的に実施できる。 

 また、屋外スペースや近隣の利用可能な施設も、事前

に調査し、活用方法を検討しておくことが望ましい。 

 

   エ 情報の提供 

 帰宅断念者は、慣れない地域での避難生活のため、地域住民

以上に不安を感じ、状況把握のための様々な情報を求めること

が予想される。このため、次のような情報を提供することが重

要である。 

 （ア） 提供する情報 

  ａ 各地の被害状況 

  ｂ 公共交通機関の復旧状況 

  ｃ 道路の通行制限情報 

  ｄ 天気予報 

  ｅ 災害用伝言ダイヤルの利用方法 等 
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 （イ） 情報提供の手段 

 情報は掲示板等での提供が効率的であり、同じ問合せ

に何度も対応する労力を省くため、特段の臨時情報が入

った場合を除き、時間を決めて定期的に公表することと

し、その旨をあらかじめ周知しておくべきである。 

 

 なお、帰宅断念者が携帯電話を利用して情報収集や家族等と

の連絡を試みる可能性が高いため、充電器の借用といったニー

ズにもできるだけ対応することが望ましい。 

 

   オ その他 

 （ア） 災害時要援護者 

 帰宅断念者のうちの負傷者、妊婦、障害者などの災害

時要援護者については、地域住民の災害時要援護者と同

様の利用環境を確保するべきである。 

 

 （イ） 地域住民の理解 

 避難所の円滑な運営のためには、地域外の住民である

帰宅断念者を避難所に受け入れることについて、地域住

民の十分な理解を得ることが不可欠である。 

 そのため、公共交通機関の運休や道路被害等により多

数の帰宅断念者が発生し、援助が必要となっている状況

を地域住民に十分説明し、助合いの精神を醸成すること

が重要である。 
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 （ウ） 避難生活心得の作成 

 トラブルの発生を抑制する一助とするため、帰宅断念

者が避難所に身を寄せるに当たっての最低限のルールや

期待される行動モデルを心得として掲示することが望ま

しい。 

 なお、心得は各避難所の状況等に応じて、事前に作成

しておくことが望ましい。 

【参考：避難所生活心得の例】 

 ・避難所内では静かにすること。 

 ・朝食○時、昼食○時、夕食○時、消灯○時。 

 ・入退出時には避難所運営者に申し出ること。 

 ・地域住民用スペースには立ち入らないこと。 

 ・食事や毛布等は順に配布するので、指示に従うこと。 

 ・被害及び復旧の情報は○時間おきに掲示板でお知ら

せします。 等 

 

 

５ 徒歩帰宅者への支援 

 

 （１）基本的な考え方 

 徒歩帰宅者が避難所に立ち寄る目的は、主として水分補給や

トイレ利用、仮眠、季節によっては採暖といった一時的なもの

が想定される。しかし、多数の徒歩帰宅者が一度に避難してき

た場合には、避難所の運営に影響を与えることも懸念される。 

 このため、徒歩帰宅者が秩序を保って避難所を利用し、退出

することができるように、また、目指す目的地に安全に到達す

ることができるようにするため、その支援策を検討しておくこ

とが重要である。 
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 （２）支援策 

   ア 休憩場所の提供 

 帰宅断念者の場合と同様に、避難所のスペースを、余裕があ

れば、地域住民用と徒歩帰宅者用とに分離しておくことが望ま

しい。 

 なお、帰宅断念者と異なり、徒歩帰宅者は立ち寄っても一時

的な休憩となるため、天候が良ければ屋外スペースの活用も考

慮する必要がある。 

 

   イ 物資の提供 

 食料・飲料水・医薬品といった物資の支援が考えられる。特

に、雨天時に濡れた体を拭くタオルや冬季の使い捨てカイロな

どは、体温の低下を防ぐ効果的な物品となる。 

 ただし、備蓄物資に余裕がない場合は、目的地への距離・時

間を考慮して、提供する物資を厳選する必要がある。 

 また、人数が多い場合は、重複した配布を避けるため、物資

配布用のリストを作成し、活用することが望ましい。 

 

   ウ 情報の提供 

 徒歩帰宅者の最大の関心事は、自宅と自宅迄の被害状況及び

安全に帰宅するための公共交通機関等の復旧状況等である。こ

れらの情報を提供することによって、徒歩帰宅者の安全で円滑

な帰着を支援することが重要である。 

（ア） 提供する情報 

  ａ 各地の被害状況 

  ｂ 公共交通機関の復旧状況 

  ｃ 道路の通行制限情報 

  ｄ 帰宅方面別の安全な帰宅ルート 

  ｅ 帰宅方面別の次に目指すべき休憩地点 

  ｆ 天気予報 等 
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（イ） 情報提供の手段 
 帰宅断念者への情報提供と同じく、掲示板等による効
率的な提供をするべきで、周辺の地図を合わせて掲示し、
被害状況、病院、その他の避難所、安全な帰宅ルート、
帰宅方面別の次に目指すべき避難所などを明記しておけ
ば、同じ問合せに何度も対応する労力を省くことができ
る。 
 また、休憩場所でラジオ放送を流すことで帰宅行動の
参考となる情報をリアルタイムで提供する。 

 
   エ その他 

 徒歩帰宅者は、早期の帰宅を強く希望するものと想定される
が、被害の状況や被災時の気候などによっては、避難所での宿
泊が必要となる場合もある。こうした場合は、安易な帰宅行動
をとらないよう呼びかけることも重要である。 

 

 

６ 安否情報の確認 

 
 帰宅困難者となった人にとっての大きな関心事は、親族等への安否
状況の連絡である。 
 このため、避難所において利用する帰宅困難者の安否情報を把握し、
帰宅困難者の住所地の自治体に提供することで、その自治体が住民や
報道機関からの問合せに対応することができるようにする。 

 
 （１）確認項目 
   ア 氏 名 
   イ 生年月日 
   ウ 国 籍 
   エ 住 所 
   オ 負傷の状況、健康状態（既往症） 
   カ 親族等の連絡先 
   キ 今後の行動予定 
   ク 安否情報公開の希望 等 
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 （２）個人情報取扱い上の注意点 

 氏名、生年月日などの個人が特定される情報を取り扱う場合は、

あらかじめ記入者に公表の同意を得るなど、個人情報の取扱いに

関する条例等を踏まえた対応に留意するべきである。 

 

 

７ 安否情報の共有 

 

 避難所で把握した帰宅困難者の安否情報は、災害対策本部で集約・

整理し、住所地の自治体に伝達する。そして、これを受け取った市町

は、公開することに支障のない場合は市役所・町役場の庁舎で掲示す

る、あるいは、少人数の場合は直接帰宅困難者の自宅へ連絡するなど

して活用することが可能となる。 

 なお、通常の情報通信網が機能していない状況下にあっては、避難

所から災害対策本部への連絡は防災通信システムを活用することにな

るが、通信機器が設置されていない避難所については、防災担当者が、

被害パトロールの途中で避難所に立ち寄って情報を回収するなど、人

の足を使った対応も必要となる。 

 

 【参考：安否情報システム（国民保護法）】 

 国民保護法に規定する安否確認事務を行うために、消防庁が運用

している安否情報システムは、武力攻撃事態等に死傷・負傷した住

民や避難した住民の情報を収集し、全国の地方公共団体で共有でき

るようにしようとするものである。 

 このシステムを自然災害の発生時にも活用することは非常に効果

的であるが、法制度上の問題によって、自然災害の発生時に利用す

るためにはクリアしなければならない準備事項が幾つか残されてい

る。 

 今後、これらの利用環境が多くの自治体で整ったときには効果を

発揮し、帰宅困難者の安否情報の確認にも大いに活用できるものと

期待されている。 
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[自然災害で利用するための準備事項] 

 ・各地方公共団体における安否情報事務の事務処理体制の整備 

 ・安否情報システムの自然災害利用に関する住民への広報 

 ・個人情報保護条例の解釈の明確化 

 ・安否情報の公表の基準の作成 

 

 

８ その他 

 

 （１）生活物資以外の準備物 

 生活物資以外の物品で事前に準備しておくと便利なものとして、

以下のようなものが挙げられる。 

   ア ホワイトボードなど情報掲示板として活用できるもの 

   イ 避難所や病院といった主要施設を記載した掲示用地図 

   ウ 外国人向け案内板 

   エ 物資提供管理用リスト 

   オ 帰宅困難者避難所入退出名簿 

   カ 安否情報確認シート 

   キ 災害用伝言ダイヤルの操作方法 

   ク 避難所生活の心得 等 

 

 （２）帰宅困難者の救護 

 被災して負傷又は体調を崩した帰宅困難者に対しては、救護所

への誘導や医薬品の提供を適切に行い、地域住民と同様の救護が

受けられるよう措置する必要がある。 
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９ 終わりに 

 

 帰宅困難者対策は、行政だけでなく、帰宅困難者となることが想定

される通勤者・通学者等、及びこれら人の所属する事業所・学校等、

更には地域社会が、平時の備え、非常時の心構え及び対応方針などに

ついて、共に考えなければならない課題である。 

 このマニュアルは、帰宅困難者が発生した場合の避難所の運営を支

援するものであるが、行政の担当する「公助」だけでは、大災害発生

時の避難所の円滑な運営に限界があり、地域のつながりによる「共

助」と、自分の身を自分で守る「自助」を結集して、帰宅困難者への

対応を含めた避難所の運営に当たることが不可欠である。 

 行政は、これらのことを念頭に、関係者一人一人が平素から被災時

の状況をイメージし、必要な備えやとるべき行動を事前に認識できる

よう、日頃から情報を発信して、住民の災害対策への意識を高めてお

くことが重要である。 
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10 参考様式 

 

○帰宅困難者避難所入退出名簿 

避難所名 
 

担当者氏名 
 

 

番号 入所年月日 

ふりがな 
氏名 

生年月日（年齢） 

性

別 
住所地 区分 退所年月日 

１ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

２ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

３ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

４ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

５ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

６ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

７ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

８ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

９ 

  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 
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  男 

女 

 
1.通勤・通学 
2.出張・旅行 
3.買い物 
4.その他 

 

 



 

14 14 
 

○安否情報確認シート 
受付番号 
（※）   

国籍 
ふりがな 
氏名  

 

生年月日 
（年齢）  

住所  

親族等の連
絡先   

負傷の状況 
健康状態 
（既往症） 

□異常なし 

□異常あり（具体的に記載ください。） 

 

 

今後の 
行動予定  

情報公開の
希望等 

 住所地の市役所（役場）庁舎であなたの安否情報の公開を希望しま

すか？該当するものにチェックしてください。 

 □公開を希望しない 

 □全ての情報について公開 

 □一部の情報について公開 

   公開を希望する項目をチェックしてください。 

   □氏名     □国籍     □生年月日   □住所 

   □負傷等の状況 □今後の行動予定 

※受付番号は、帰宅困難者避難所入退出名簿の番号を記入すること。 



 

15 15 
 

○物資提供管理用リスト 

物資提供年月日 平成  年  月  日 

 

受取者氏名 受取者住所地 配布物資 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 

  □水 □食事 □タオル □毛布 

□その他（           ） 
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○外国人向け案内板 
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避難所における 帰宅困難者対応マニュアル 

 

 中予地域防災連携促進協議会 
 【事務局】 愛媛県中予地方局総務県民課 
             消防防災安全室 
            TEL 089-909-8750 


